
ご家庭にお持ち帰りください。

三井住友海上健康保険組合

23
平成24年 臨時号

　「けんぽだより」平成24 年春号及び夏号でもご案内の通り、近年の納付金（高齢者医療負担金）の大幅な増加と給
付費の増大による慢性的な赤字を主因に、過去からの蓄積である別途積立金は本年度末において枯渇寸前の状況となる
ことが見込まれ、他健保組合に比して極力保険料率の引き上げを抑えてきた当健保組合も次年度以降保険料率の大幅な
引き上げが不可避の状況となっています。
　この問題に対処するため、本年7月23日開催の定例組合会に引き続き、10月23日開催の臨時組合会で次年度以
降の保険料率の引き上げと付加給付制度の見直しについて論議し、その方向性が確認されましたのでお知らせします。
　なお、来年度の保険料率・付加給付制度改定は来年２月開催予定の定例組合会において正式決定致します。

健保財政の状況と対応について
保険料の引き上げと付加給付制度の見直しを検討しています

　平成 20 年度の高齢者医療負担金制度の改定以降、各健保組合はその負担の増大を賄うため保険料率を引き上げています。

約 1400 ある健保組合全体の平成 24 年度の健康保険の平均料率は 83‰ですが、一方収支を均衡させるために必要な料率

（収支均衡料率）は 93‰と 10‰の差があり、多くの健保組合が過去の積立金を取り崩しながら赤字経営をしている実態に

あります。この収支均衡料率は更に上昇し、平成 27 年度には 100‰を超えると予測されています。

　また、納付金（高齢者医療負担金）のうち、75 歳以上の後期高齢者医療費の健保組合による支援金の分担方法が平成

22 年度より一部総報酬割（従来はすべて人頭割）となったことにより、被保険者の年収が高い健保組合に、より多くの負

担が求められています。

1 高齢者医療負担金制度改定と健保組合の保険料率の状況

平成20年度年　　度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度予算 平成25年度予測 平成27年度予測

100

90

80

70

60

（‰）

＜75＞

＜79＞ ＜80＞

＜86＞ ＜93＞

＜97＞ ＜102＞
健保連の収支均衡料率の平均

注）「収支均衡料率」は経常支出を賄うために必要な料率

健保連の実際の料率の平均

当健保組合の収支均衡料率
当健保組合の実際の料率

（74） （75）
（77）

（79）
（83）

＜57＞
＜60＞

＜63＞

＜70＞

＜75＞

（56）
（58） （58）

（63）

（68）

健保連の予測
(H24.4)

＊収支均衡料率との差異
　（不足分➡経常収支の赤字）

当健保組合と健保連（約1400健保）平均の健康保険料率及び収支均衡料率の推移表 1

高齢者医療
負担金制度
改定

「老人保健拠出
金」の廃止、「前
期高齢者納付
金」・「後期高齢
者支援金」制度
スタート。

政権交代（民主
党）により高齢
者医療制度は、
平成 25 年度を
目処に抜本的に
見直し。　

後期高齢者支援
金の負担方法を
「1/３総報酬割」
導入。

平成 25 年度実
施予定の高齢者
医療制度抜本改
訂論議は混迷。

平成 25 年度実
施予定の高齢者
医療制度は、先
送りとなる。

平成 24 年秋、財務省が平成 25
年度に後期高齢者支援金をすべて
総報酬割とすることを提案。

＊

＊



　
平
成
20
年
度
以
降
の
前
期
高
齢
者
納
付
金
（
65
～
74
歳
の
方

の
医
療
費
の
支
援
）、
後
期
高
齢
者
支
援
金
（
75
歳
以
上
の
方
の

医
療
費
の
支
援
）
な
ど
の
「
納
付
金
（
高
齢
者
医
療
負
担
金
）」

(

　
　
　
参
照
）
は
こ
の
4
年
間
で
年
平
均
12
・
6
％
の
大
幅
な

増
加
で
推
移
し
、
健
保
組
合
財
政
逼
迫
の
主
因
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　「
給
付
費
」（
　
　
　
参
照
）
の
内
、
大
部
分
を
占
め
る
法
定

給
付
費
の
被
保
険
者
一
人
当
た
り
の
こ
の
4
年
間
の
年
平
均
増

加
率
は
3
・
7
％
で
す
が
、
本
年
度
の
増
加
率
は
先
端
医
療
の

高
額
化
な
ど
を
背
景
に
6
・
6
％
と
大
き
な
伸
び
が
見
込
ま
れ

て
お
り
、
今
後
の
動
向
を
注
視
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　
ま
た
、
毎
年
10
億
円
弱
を
支
出
し
て
い
る
「
保
健
事
業
費
」

は
そ
の
ほ
と
ん
ど
を
健
康
診
断
や
保
健
指
導
の
補
助
な
ど
疾
病

予
防
事
業
に
充
て
て
お
り
、
加
入
者
の
健
康
を
維
持
し
、
将
来

の
医
療
費
を
抑
制
す
る
た
め
に
必
要
な
支
出
と
考
え
て
い
ま
す
。

　
近
年
の
恒
常
的
な
経
常
収
支
の
赤
字
に
よ
り
、
余
裕
資
金
で

あ
る
別
途
積
立
金
は
本
年
度
末
に
お
い
て
枯
渇
寸
前
の
6
億
円

の
規
模
が
見
込
ま
れ
、
次
年
度
以
降
の
経
常
収
支
の
赤
字
を
別

途
積
立
金
で
埋
め
て
い
く
こ
と
が
で
き
な
い
状
況
と
な
っ
て
い

ま
す
。
こ
の
状
況
に
つ
い
て
は
前
回
（
7
月
23
日
）
の
組
合
会

に
お
い
て
、
今
後
の
保
険
料
率
水
準
は
①
経
常
支
出
を
賄
う
収

支
均
衡
料
率
を
確
保
、
②
枯
渇
が
見
込
ま
れ
る
別
途
積
立
金
は

単
年
度
収
支
の
振
れ
を
概
ね
吸
収
し
得
る
10
億
円
規
模
を
維
持

で
き
る
水
準
と
す
る
こ
と
が
確
認
さ
れ
ま
し
た
。

　
こ
の
確
認
を
踏
ま
え
て
、
当
年
度
と
高
齢
者
医
療
負
担
金
の

制
度
が
変
わ
ら
な
い
前
提
で
保
険
料
率
を
試
算
す
る
と
今
年
度

よ
り
11
‰
引
き
上
げ
た
79
‰
（
被
保
険
者
　
24
‰
→
29
・
5
‰

（
＊
）、
事
業
主 

44
‰
→
49
・
5
‰
）
と
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

（
＊
）
被
保
険
者
の
年
間
保
険
料
は
例
え
ば
標
準
報
酬
年
間
総
額
が

　
　

7
０
０
万
円
の
場
合
、
7
０
０
万
円
×
５
・
５
‰
＝
38
・
５
千

　
　

円
増
加
し
ま
す
。

　
ま
た
、
平
成
25
年
度
に
後
期
高
齢
者
支
援
金
を
す
べ
て
総
報

酬
割
と
す
る
こ
と
が
検
討
さ
れ
て
お
り
、
こ
の
導
入
が
実
施
さ

れ
た
場
合
は
、
15
‰
引
き
上
げ
た
83
‰
（
被
保
険
者
　
24
‰

→
31
・
5
‰
、
事
業
主 

44
‰
→
51
・
5
‰
）
の
料
率
が
必
要
と

な
り
ま
す
。

　
な
お
、
平
成
26
年
度
以
降
の
料
率
に
つ
い
て
は
高
齢
者
医
療

制
度
の
抜
本
改
革
如
何
に
拘
わ
ら
ず
健
保
組
合
の
高
齢
者
に
対

す
る
医
療
費
負
担
の
増
加
は
続
き
、
ま
た
当
健
保
組
合
加
入
者

の
医
療
費
に
つ
い
て
も
増
加
は
避
け
ら
れ
な
い
も
の
と
思
わ
れ
、

保
険
料
率
は
今
後
も
毎
年
見
直
し
を
検
討
し
て
い
く
こ
と
に
な

り
ま
す
。

　
付
加
給
付
は
法
定
給
付
に
上
乗
せ
し
て
健
保
組
合
が
独
自
に

給
付
す
る
制
度
で
す
。
健
保
組
合
の
財
政
悪
化
が
続
く
中
で
、

多
く
の
健
保
組
合
が
付
加
給
付
制
度
を
一
部
廃
止
ま
た
は
縮
小

し
て
い
ま
す
。

　
当
健
保
組
合
で
も
平
成
23
年
度
診
療
分
よ
り
月
間
の
医
療
費

自
己
負
担
上
限
額
を
従
来
の
5
千
円
か
ら
他
の
健
保
組
合
並
の

25
千
円
に
引
き
上
げ
、
給
付
縮
小
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　
次
年
度
保
険
料
率
の
大
幅
な
引
き
上
げ
が
避
け
ら
れ
な
い
状

況
で
は
、
他
の
多
く
の
健
保
組
合
で
既
に
廃
止
さ
れ
て
い
る
一
部

の
付
加
給
付
制
度
を
引
き
続
き
維
持
す
る
こ
と
は
、
等
し
く
応

分
の
保
険
料
負
担
を
求
め
る
被
保
険
者
と
事
業
主
の
理
解
を
得

ら
れ
な
い
も
の
と
考
え
、
同
業
損
保
8
健
保
組
合
が
既
に
廃
止

も
し
く
は
一
部
の
み
に
残
っ
て
い
る
付
加
給
付
制
度
（
　
　
　

参
照
）
に
つ
い
て
は
、
来
年
4
月
に
廃
止
す
る
こ
と
を
検
討
し

て
い
ま
す
（
　
　
　
参
照
）。

（注）  ＜ ＞内は収支均衡料率

44.5 億円

33.4 億円
20.5 億円

6.2 億円 9.7 億円 10.4 億円

収入 支出

収支赤字
▲１.７

保険料収入
86.8

給付費
46.5

保健事業費
7.5

Ｈ20年度
実　　績

収入 支出

収支赤字
▲12.6

Ｈ24年度
見　　込

収入 支出

Ｈ23年度
実　　績

収入 支出

収支黒字
＋６.２

収入 支出

収支黒字
＋５.０

収入 支出

収支赤字
▲8.7

収支赤字
▲11.7

Ｈ22年度
実　　績

Ｈ25年度　予測

健康保険の経常収支と別途積立金残高の推移表 2

対H20
増加

+2.0‰
+1.0‰

+1.0‰

対H22
増加

対H23
増加

対H24
増加

後期高齢者支援
金制度変更なし

対H24
増加

後期高齢者支援
金100％総報酬
割制導入

①経常支出を賄う収支均衡料率を確保する。
②別途積立金は10億円規模を維持する。

今後の保険料率水準の方針

＜57‰＞

＜63‰＞

＜70‰＞

＜75‰＞

＜76‰＞
＜79‰＞

納付金
高齢者医療
負担金
36.1

保険料収入
93.8

給付費
54.9

保健事業費
8.3

納付金
高齢者医療
負担金
38.8

保険料収入
104.9

給付費
55.9

保健事業費
8.8

納付金
高齢者医療
負担金
51.5

保険料収入
115.4

給付費
60.0

保健事業費
9.3

納付金
高齢者医療
負担金
58.0

保険料収入
134.3

給付費
62.3

保健事業費
9.5

納付金
高齢者医療
負担金
56.7

保険料収入
141.2

給付費
62.3

保健事業費
9.5

納付金
高齢者医療
負担金
62.3

保険料率

被保険者
事 業 主

18.0‰
38.0‰

56.0‰
保険料率

被保険者
事 業 主

19.0‰
39.0‰

58.0‰ +5.0‰
+2.5‰

+2.5‰

保険料率

被保険者
事 業 主

21.5‰
41.5‰

63.0‰ +5.0‰
+2.5 ‰

+2.5 ‰

保険料率

被保険者
事 業 主

24.0‰
44.0‰

68.0‰ +11.0‰
+5.5‰

+5.5‰

保険料率

被保険者
事 業 主

29.5‰
49.5‰

79.0‰ +15.0‰
+7.5‰

+7.5‰

保険料率

被保険者
事 業 主

31.5‰
51.5‰

83.0‰

（億円）

（H25.8 ～）

別途積立金残高 推移

付
加
給
付
制
度
の

一
部
改
定
に
つ
い
て

3 1
こ
れ
ま
で
の
支
出
の
状
況

表
3

2
次
年
度（
平
成
25
年
度
）
の
保
険
料
率
の
予
測

（
　
　
　
参
照
）

表
2

表
4

表
5

表
6

納付金（高齢者医療負担金）の内訳と推移表 3

給付費の内訳と推移表 4

廃止対象の付加給付＊制度について表 6
傷病手当金付加金
（被保険者）

出産育児一時金付加金
（被保険者・被扶養者）

埋葬料付加金
（被保険者・被扶養者）

付加給付の内容

Ｈ24の見込額

法定給付の内容

標準報酬日額の15分の 2を給付
（　　　他の8健保は付加給付制
度なし）

　　50,000円
（　　　他の8健保は付加給付
制度なし）

休業一日につき標準報酬日額の３
分の２を１年６カ月間給付

一児につき420,000円
 （場合により、390,000円）

一児につき36,000円
（　　　の B 健保は 26,000 円、 
　H健保は 35,000円）

25百万円

表 5表 5表 5

（計）
（73百万円）

損保の健保組合における付加給付制度表 5

一 部 負 担 還 元 金
訪問介護療養費付加金
合算高額療養費付加金
傷 病 手 当 金 付 加 金
埋 葬 料 付 加 金
出産育児一時金付加金

当健保 A健保 B健保 C健保 D健保 E健保 F健保 G健保 H健保
○
○
○
○
○
○

○

○

○

×

×

×

○

○

○

×

×

○

○

○

○

×

×

×

○

○

○

×

×

×

○

○

○

×

×

×

○

○

○

×

×

×

○

○

○

×

×

×

○

○

○

×

×

○

○制度あり、×制度なし

＊付加給付費は法定給付費の上乗せ

60

40

20

0

（億円）

（億円）

H20 H21 H22 H23 H24見込 H25予測

H20 H21 H22 H23 H24見込 H25予測

納付金合計
36.1

12.0

15.1

9.0

37.2

13.9

17.4

5.9

38.8

12.3

21.2

5.3

51.5

19.6

25.1

6.8

58.0

23.7

26.7

7.5

56.7

19.5

29.0

8.2

62.3

19.5

34.7

8.2

■前期高齢者納付金　■後期高齢者支援金　■その他拠出金

■法定給付費　■付加給付費

制度変更無し
後期総報酬（H25.8 ～）

60

40

20

0

給付費合計
46.5（215千円）

42.9（199千円）

3.5（16千円）

50.7（224千円）

46.9（207千円）

3.8（17千円）

54.9（234千円）

50.7（216千円）

4.2（18千円）

55.9（227千円）

53.1（216千円）

2.7（11千円）

60.0（240千円）

57.7（230千円）

2.4（9千円）

62.3（249千円）

59.9（239千円）

2.5（10千円）

（　）内被保険者1人当たり

（億円）

50,000円

（参考）

H24 対前年
増加率

4ケ年平均
増加率

12.5%
21.1%
6.4%
10.2%

12.6%
18.6%
15.2%
▲4.3%

H24 対前年
増加率

4ケ年平均
増加率

7.4% 
(5.6%)
8.5% 
(6.6%)

▲13.8% 
(▲15.3%)

6.6% 
(2.7%)
7.7% 
(3.7%)
▲9.6% 

(▲12.9%)

46 百万円 2百万円

次
年
度
の

健
康
保
険
料
率
に
つ
い
て

2


